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コロナ後の社会を切り開く



お話の流れ

 １）コロナがあぶり出した社会の課題

 ２）求められる新自由主義からの脱却

 ３）「命とくらしを守る社会」の到達点

 ４）まともな政府をつくり日本を救おう

 ５）学習なしに個人も運動も成長しない
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コロナがあぶり出した社会の課題

・自然との関係の根本的な見直しを

・政治の責任をもとに助け合う世界を
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自然とのつきあい方を考えねば

 「背景に気候変動をふくむ環境破壊」（山本
良一・東大名誉教授・環境経営学）

 新しいウイルス（エボラ出血熱、エイズも）は
野生動物から人へ、頻度の高まり、「環境破
壊で生態系が混乱」、グローバル化が感染
加速、「持続可能な経済活動が必要」（山本
太郎・長崎大学熱帯医学研究所教授）
https://www.newsweekjapan.jp/stories/world/2020/05/1-148.php

 溶ける氷河の中からウイルスの可能性も（山
極寿一・京大学長・類人猿研究）
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https://www.newsweekjapan.jp/stories/world/2020/05/1-148.php


地球温暖化で

 5



戦後最悪、経済危機の急加速
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１１年ぶりのマイナス成長
個人消費が大きくマイナス



最貧困層の世界的急増
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こんな時にもマネーゲームが

 8短期の資金流入に制限を

ＧＡＦＡなどデジタル企業に



富裕層の資産は急増
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政権交代でアメリカ内政にも変化
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求められる新自由主義からの脱却

「新自由主義からの脱却とジェンダー平
等への道」 （『労働総研クォータリー』２
０２１年春季号）、『２０２１年・女性白書』
他を参照してください
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遡ればルーズベルト時代から

 「新自由主義」を語る１９３８年リップマン討論会（
リュエフ）、１９４７年モンペルラン討論会（ハイエ
ク、フリードマン）－自由とは強制のない状態、政
治的自由も規制もない市場経済（競争市場）を

 ニューディール政策、銀行と証券の兼務を禁止、
社会保障法、団結権・交渉権を認めたワグナー
法等を前に、政府の介入・労働組合の強制を「自
由主義の危機」と

 ハイエク－社会主義もナチズムも全体主義（ケイ
ンズ主義は全体主義に通じる）、フリードマン－
チリ・ピノチェト独裁政権を支持
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大国の政策に反映される７０年代

 ノーベル経済学賞（スウェーデン銀行賞）、ハ
イエク１９７４年、フリードマン１９７６年、その
後モンペルラン協会メンバー多数が受賞

 サッチャー（１９７９～９０年）、レーガン（１９８
１～８８年）－①特に金融・労働の分野で資本
（家）の自由、②法人税減税・消費税増税、社
会保障削減、③正当化の論理としての新自
由主義・トリクルダウン、④あらかじめ反抗を
封じる自己責任論（リバタリアニズム）
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大資本による新自由主義の「選択」

 新自由主義が大資本に「選択」される物的背
景、動因は学問的優位でなく「資本の論理」

 ①１９６０年代高度成長の終焉（スタグフレー
ション）、新たな巨大設備産業の不在（サービ
ス産業化）、その結果、②世界的な貨幣資本
の過剰（新たな儲け口の渇望）

 ①マネーゲームへの強烈な衝動、②「ケイン
ズ主義」財政批判の絶好のチャンス、③使い
勝手のよい新自由主義（金融の自由化、労働
者への攻撃、福祉政策の転換）
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ソ連・東欧崩壊大キャンペーン

 １９８９～９１年ソ連・東欧崩壊、「共産主義の敗
北＝自由主義市場の勝利」というすり替え、９０
年『社会主義の２０世紀』大キャンペーン

 ワシントン・コンセンサス、規制緩和、新自由主
義、民営化、小さな政府を途上国に強制

 ９５年社会保障制度審議会答申（自助・共助）、
「新時代の『日本的経営』」、グローバルな「制度
間競争」を口実した法人税減税・労働条件引き
下げの国際競争論、労働者運動の一定の停滞
（サービス産業化、不熟練・非正規雇用の拡大）
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マネーゲーム拡大へ金融の自由化

 フリードマンの「マネタリズム」（貨幣数量説）
、経済の変動を貨幣の量（供給量と利子率）
から説明、「貨幣量を増やせば景気がよくな
り、失業が減る」「デフレ克服には金融緩和」

 ２０１３年１月安倍政権と日銀の「共同声明」
（年２％の物価上昇）、３月白川総裁辞任、
黒田総裁「異次元の金融緩和」

 物価も景気も上昇しない、資本の狙いは株
価（日銀も年金も）、日本では国債買入・アメ
リカ奉仕も

 16



新自由主義からの脱却を求める声

 ２００８年リーマンショック、マネーゲームの破
綻が「恐慌」を導く「産業循環」の変化、しわ寄
せは弱い者に・年越し派遣村

 オキュパイ・９９％運動、金融の規制と「公助」
をめぐるオバマ・トランプ政権の攻防、サンダ
ース現象（ＤＳＡの後押し）、バイデンの登場

 個人の尊厳を守る「市民連合」「市民と野党
の共闘」

 ２０年コロナパンデミック、新しい社会の模索
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「命と暮らしを守る社会」の到達点

「幸福」大国デンマークに注目して
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消費税減税に踏み出した５０ケ国
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しんぶん赤旗
https://www.jcp.or.jp/akahata/aik20/2020-11-
29/2020112901_01_0.html

消費や投資を回復
するための政策を
とる政府

https://www.jcp.or.jp/akahata/aik20/2020-11-


各種指標でトップの北欧諸国

 ２０２１年幸福度ランキング－第１位フィンラン
ド・第２位デンマーク・第４位アイスランド・第６
位ノルウェー・第７位スウェーデン

 ２０２１年ジェンダーギャップ指数－第１位アイ
スランド・第２位フィンランド・第３位ノルウェー
・第５位スウェーデン・第２９位デンマーク

 ２０２０年IMFによる１人当たり名目GDP－第
４位ノルウェー・第６位デンマーク・第７位アイ
スランド・第１２位スウェーデン・第１３位フィン
ランド
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日本の現状は衰退途上

 幸福度ランキング 2012年44位、13年43
位、14年なし、15年46位、16年53位、17
年51位、18年54位、19年58位、20年第62
位、21年第56位

 ジェンダーギャップ指数 2021年第120位（
156ケ国中）、世界の底上げ対象国

 １人あたりGDP 2020年第23位〔２０００年
は２位だった〕
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上限週３７時間労働
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最賃１８００円、子ども最賃１２００円
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労働組合組織率
６７．２％（２０１６
年、ＩＬＯ）

日本の平均は９０２円



年休６週間、男性育休取得７０％
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医療も無料、介護も無料
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学費無料、奨学金支給、子ども手当
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１人親家庭の貧困率
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性の多様性の承認も当たり前
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消費電力の４０％を風力で
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生産力の質の転換、温暖化対策と成長を
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「国民負担」か「私的負担」か

 「国民負担率」は2015年65.8％で日本の
1.5倍、日本は「私的負担」が高い

 公的負担に見合う「公的支援」と比較して
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「公務」員が多いのは当たり前

 国公労連・井上伸氏作成  32



政治をかえる努力、市民の構想
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メッテ・フレデリクセン首相

 女性として2人目。最年少（４２
才）で就任。社民党代表。

 労働組合職員を経て、2001年
に国会議員。2019年の総選挙

で社会民主党、ラディケーリ、
社会主義人民党、赤緑連合、
フェロー諸島社会民主党、グリ
ーンランド進歩党からなる左翼
・中道左派連合を。
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北欧の首相・内閣と比べてみれば
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まともな政府をつくり日本を救おう

社会をかえる「人間の発達」、日本の
歴史に独自の現代的な市民革命（主
権・人権・立憲）へ、野党連合政権へ
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「近代」日本の歴史をふりかえるなら

 近代憲法の体をなさない大日本帝国憲法（
１８９０年）－①過酷な労働条件、身体的拘
束、②封建的農奴とかわらぬ小作料、広範
な寄生地主制、③精神・身体・学問の自由も
なく、治安維持法による弾圧、性差別

 民主主義と人権を求める闘い、自由民権運
動（植木枝盛）、大正デモクラシー、社会主
義、全国的な闘いは１９３５年頃まで（弾圧
による封印）
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世界最先端の日本国憲法へ

 「ポツダム宣言」の実施を目的としたアメリカ
による軍事占領（４７・８年占領政策転換）

 日本国憲法（１９４７年）－①人権は「侵すこ
とのできない永久の権利」（１１・９７条）、②
各種の自由権、③社会権（２５～２８条、生存
権、教育権、労働条件の法定主義、労働三
権）、④経済活動の制限（２２条・居住・移転・
職業選択の自由、２９条・財産権に「公共の
福祉」による制限）、⑤男女平等の選挙権、
⑥「戦争の放棄」が国民の権利・義務の前に
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飛躍に追いつけなかった国民

 第９７条 「この憲法が日本国民に保障する基

本的人権は、人類の多年にわたる自由獲得
の努力の成果であつて、これらの権利は、過
去幾多の試錬に堪へ、現在及び将来の国民
に対し、侵すことのできない永久の権利」

 「王権・天皇制」から主権、人権を闘い取った「
ブルジョア革命」の歴史がない

 ９条は歓迎、「生存権」や「地方自治」などは、
「憲法を（学び）暮らしの中に生かそう」
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平和・立憲・尊厳を掲げる市民運動

 ２０１５年末「市民連合」－①安保法廃止、②
立憲主義の回復、③個人の尊厳を擁護する
政治の実現に向けて闘う

 ブルジョア革命の欠落を埋めてさらに前へ
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２０１９年参院選の１３項目合意
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カジノ反対
ＦＴＡ反対
被災者支援
2050年CO2排出ゼロ
核兵器禁止条約批准
などでも一致



市民連合の２０２０政策要望書①

 「自民党政権に代わり、新しい
社会構想を携えた野党による
政権交代を求めていきたい」

 ▽憲法に基づく政治と主権者
に奉仕する政府の確立／▽生
命、生活を尊重する社会経済
システムの構築／▽地球的課
題を解決する新たな社会経済
システムの創造／▽世界の中
で生きる平和国家日本の道を
再確認する
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市民連合の２０２０年政策要望書②

 １．立憲主義の再構築／２．民主主義の再
生／３．透明性のある公正な政府の確立／
４．利益追求・効率至上主義（新自由主義）
の経済からの転換／５．自己責任社会から
責任ある政府のもとで支えあう社会への転
換／６．いのちを最優先する政策の実現／
７．週40時間働けば人間らしい生活ができ

る社会の実現／８．子ども・教育予算の大
胆な充実
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市民連合の２０２０年政策要望書③

 ９．ジェンダー平等に基づく誰もが尊重される
社会の実現／10．分散ネットワーク型の産業
構造と多様な地域社会の創造／11．原発の

ない社会と自然エネルギーによるグリーンリ
カバリー／12. 持続可能な農林水産業の支
援／13. 平和国家として国際協調体制を積

極的に推進し、実効性ある国際秩序の構築を
めざす／14. 沖縄県民の尊厳の尊重／15.
東アジアの共生、平和、非核化
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４／２５トリプル選挙で自公全敗
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負け続けている菅自民

 48





立民・共産の連携が焦点
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中等症患者を原則「自宅」に
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次期総裁、菅氏で続投の行き詰まり
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９月末総裁任期切れ



野党共闘の強化へ、市民が声を
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野党へ政権交代
ただちに政権構想を



学習なしに個人も運動も成長しない

学習の基本は自分で学ぶ独習、独習
には各人の計画がいる（成長を自然
まかせにしない）
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政治をかえる市民の自力を

 もっと強く賢い市民の運動を、労働
組合・市民団体を大きく育てる

 １人１人が毎日学ぶ（３カ月で５冊ず
つ）、個々の力、言葉に説得力を

 年に４つのテーマ、２０年で８０テー
マ、最初に５冊を手にいれて、時間
は逆算方式で、本は百科事典

 仲間と学びを交流、ＳＮＳで学びを
発信
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「忙しくて勉強できない」という人へ

 →勉強してるのはヒマな人ですか？ その
人たちはどういう努力をしていますか？

 →忙しいからこそ計画が必要、そもそも勉強
の計画（予定）を立てていますか？

 →計画をカレンダー（手帳）に具体化してい

ますか？ 手帳は他人との約束を書くだけで
なく、自分の２４時間を設計する道具

 →「学ばない幹部に指導される人は不幸で
ある」、組織の力量は個人に左右される
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命と暮らし守る政治を政権交代で


